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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １．上記の売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

３．第49期第１四半期連結累計期間及び第49期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第50期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

回次 
第49期 

第１四半期連結
累計期間 

第50期 
第１四半期連結

累計期間 
第49期 

会計期間 

自 平成27年 
  ４月１日 
至 平成27年 
  ６月30日 

自 平成28年 
  ４月１日 
至 平成28年 
  ６月30日 

自 平成27年 
  ４月１日 
至 平成28年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 3,799,404 3,373,564 14,264,460 

経常利益 (千円) 269,820 18,469 766,156 

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益又
は親会社株主に帰属す
る四半期純損失(△) 

(千円) 186,325 △45,740 485,760 

四半期包括利益又は 
包括利益 

(千円) 269,333 △176,132 198,023 

純資産額 (千円) 10,487,888 10,059,398 10,326,044 

総資産額 (千円) 16,732,281 15,590,452 15,725,084 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額又は
四半期純損失金額(△) 

(円) 20.59 △5.05 53.67 

潜在株式調整後１株当
たり四半期(当期)純利
益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 57.0 58.7 59.8 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間における、当社グループの主要顧客業界である日系自動車産業では、上昇の兆候は見

えているものの引き続きASEAN市場が低水準で推移し、国内市場において軽自動車の販売が減少いたしました。しか

しながら、北米や欧州における自動車市場が堅調に推移したことから、日系完成車メーカーの世界生産台数は前年

と同水準で推移いたしました。一方、為替相場の変動や新興国の経済減速など経済環境の変化に伴う不安要素が生

じております。 

 このような状況のなか、ネットシェイプ事業では、金型部門において国内、海外ともに売上高が低調に推移する

とともに、精密鍛造品部門においてもエアコン用スクロールコンプレッサー部品の国内生産が減少いたしました。

その結果、ネットシェイプ事業の売上高は16億５千１百万円（前年同期比12.7％減）となりました。 

 アッセンブリ事業では、ガソリンエンジン車向けのターボチャージャー部品の売上高は増加しましたが、ＶＧタ

ーボチャージャー部品の売上高が減少いたしました。その結果、アッセンブリ事業の売上高は12億１千８百万円

（前年同期比16.3％減）となりました。 

 フィルタ事業では、石油掘削用フィルターが低調に推移したものの、大型海水ストレーナーの生産が増加したこ

となどにより売上高が増加いたしました。その結果、フィルタ事業の売上高は５億３百万円（前年同期比11.0％

増）となりました。 

 以上の結果、連結売上高は33億７千３百万円（前年同期比11.2％減）となりました。 

 損益面におきましては、ネットシェイプ事業及びアッセンブリ事業の減収などにより、営業利益は５千万円（前

年同期比81.1％減）となりました。また、為替差損４千３百万円を計上したことから経常利益１千８百万円（前年

同期比93.2％減）、親会社株主に帰属する四半期純損失４千５百万円となりました。 

  

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(3) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は24,463千円です。なお、当第１四半期

連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

(4) 従業員数 

当第１四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員の著しい増減はありません。 

  

(5) 生産、受注及び販売の実績 

当第１四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。 

  

(6) 主要な設備 

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画

の著しい変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 15,500,000 

計 15,500,000 
 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成28年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成28年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 9,053,300 9,053,300 
東京証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード） 
単元株式数100株 

計 9,053,300 9,053,300 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成28年４月１日～ 
平成28年６月30日 

― 9,053,300 ― 1,429,921 ― 1,192,857 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。 

① 【発行済株式】 

  

② 【自己株式等】 

  

２ 【役員の状況】 

 該当事項はありません。 

  

 

      平成28年６月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 2,000
 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
  

普通株式 9,049,300
 

90,493 ― 

単元未満株式 
  

普通株式 2,000
 

― ― 

発行済株式総数 9,053,300 ― ― 

総株主の議決権 ― 90,493 ― 
 

    平成28年６月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社ニチダイ 

京都府京田辺市 
薪北町田13番地 

2,000 ― 2,000 0.02 

計 ― 2,000 ― 2,000 0.02 
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第４ 【経理の状況】 

  

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 2,073,286 2,512,569 

    受取手形及び売掛金 3,798,690 3,525,506 

    商品及び製品 730,068 649,785 

    仕掛品 1,032,555 973,058 

    原材料及び貯蔵品 761,288 762,155 

    その他 138,396 157,304 

    貸倒引当金 △1,607 △1,366 

    流動資産合計 8,532,678 8,579,012 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 2,254,931 2,204,096 

      機械装置及び運搬具（純額） 1,883,145 1,827,076 

      土地 1,810,342 1,802,475 

      その他（純額） 896,044 831,738 

      有形固定資産合計 6,844,462 6,665,387 

    無形固定資産 95,632 128,204 

    投資その他の資産 252,310 217,848 

    固定資産合計 7,192,405 7,011,440 

  資産合計 15,725,084 15,590,452 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 1,318,522 1,337,398 

    短期借入金 500,000 408,462 

    1年内返済予定の長期借入金 1,075,224 1,175,925 

    リース債務 132,463 139,567 

    未払法人税等 71,358 18,312 

    賞与引当金 147,044 345,107 

    その他 743,861 575,342 

    流動負債合計 3,988,473 4,000,117 

  固定負債     

    長期借入金 935,550 1,080,463 

    リース債務 354,070 338,465 

    退職給付に係る負債 120,945 112,007 

    固定負債合計 1,410,566 1,530,936 

  負債合計 5,399,040 5,531,053 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 1,429,921 1,429,921 

    資本剰余金 1,192,857 1,192,857 

    利益剰余金 6,681,954 6,545,701 

    自己株式 △1,192 △1,192 

    株主資本合計 9,303,540 9,167,287 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 3,635 2,105 

    為替換算調整勘定 227,085 116,284 

    退職給付に係る調整累計額 △135,614 △126,399 

    その他の包括利益累計額合計 95,107 △8,010 

  非支配株主持分 927,396 900,121 

  純資産合計 10,326,044 10,059,398 

負債純資産合計 15,725,084 15,590,452 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

  

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 3,799,404 3,373,564 

売上原価 3,020,110 2,806,543 

売上総利益 779,293 567,020 

販売費及び一般管理費 511,840 516,346 

営業利益 267,453 50,673 

営業外収益     

  受取利息 2,227 1,432 

  受取配当金 129 156 

  為替差益 11,128 - 

  保険解約返戻金 - 8,735 

  保険配当金 - 8,792 

  その他 2,318 5,210 

  営業外収益合計 15,803 24,327 

営業外費用     

  支払利息 12,286 9,027 

  為替差損 - 43,952 

  雑損失 1,150 3,552 

  営業外費用合計 13,436 56,532 

経常利益 269,820 18,469 

特別利益     

  固定資産売却益 161 - 

  特別利益合計 161 - 

特別損失     

  固定資産除却損 1,186 8,530 

  特別損失合計 1,186 8,530 

税金等調整前四半期純利益 268,794 9,939 

法人税、住民税及び事業税 15,565 11,072 

法人税等調整額 24,960 31,456 

法人税等合計 40,526 42,529 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 228,268 △32,590 

非支配株主に帰属する四半期純利益 41,943 13,150 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△） 

186,325 △45,740 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

  

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 228,268 △32,590 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 1,375 △1,530 

  為替換算調整勘定 35,634 △151,226 

  退職給付に係る調整額 4,054 9,214 

  その他の包括利益合計 41,065 △143,542 

四半期包括利益 269,333 △176,132 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 217,456 △148,857 

  非支配株主に係る四半期包括利益 51,876 △27,274 
 

― 10 ―



【注記事項】 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

  

  

(会計方針の変更等) 

  

  

(追加情報) 

  

  

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日) 

(1）連結の範囲の重要な変更 

 該当事項はありません。 

(2）持分法適用の範囲の重要な変更 

 該当事項はありません。 
 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日   
至  平成28年６月30日) 

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更) 

(有形固定資産の減価償却方法の変更) 

当社及び国内子会社１社は、有形固定資産の減価償却方法について、定率法（ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物付属設備を除く）については定額法）を採用しておりましたが、当第１四半期連結会計期

間より、定額法に変更しております。 

 この変更は、昨今の自動車産業の潮流を踏まえ、事業構造の転換を実行するための設備投資を契機として、当

社グループの有形固定資産の使用実態を検討した結果、定額法による減価償却の方法を採用する方が使用実態と

より整合した費用配分を行うことができることから実施したものです。 

 これにより、従来の方法と比べて、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期

純利益はそれぞれ24,819千円増加しております。 
 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日   
至  平成28年６月30日) 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用しております。 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

  

  

（株主資本等関係） 

前第１四半期連結累計期間（自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日） 

配当金支払額 

  

  

当第１四半期連結累計期間（自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日） 

配当金支払額 

  

 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日) 

減価償却費 233,824千円 195,422千円 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 108,616 12.00 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 90,512 10.00 平成28年３月31日 平成28年６月24日 利益剰余金 
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日） 

  
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)１. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益であります。 

(注)２. 調整額は、セグメント間取引消去であります。 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日） 

  
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)１. セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の経常利益であります。 

(注)２. 調整額は、セグメント間取引消去であります。 

  

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

（有形固定資産の減価償却方法の変更） 

「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、当社及び国内子会社１社は、

有形固定資産の減価償却方法について、定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除

く）については定額法）を採用しておりましたが、当第１四半期連結会計期間より、定額法に変更しております。 

 これにより、従来の方法と比べて、当第１四半期連結累計期間のセグメント損失が、「ネットシェイプ」で18,189

千円減少し、セグメント利益が、それぞれ「アッセンブリ」で2,608千円、「フィルタ」で4,020千円増加しておりま

す。 

  

 

    (単位：千円) 

  
報告セグメント 

調整額 
(注)２ 

合計 
ネットシェイプ アッセンブリ フィルタ 計 

売上高             

  外部顧客への売上高 1,891,003 1,454,641 453,759 3,799,404 ― 3,799,404 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― 

計 1,891,003 1,454,641 453,759 3,799,404 ― 3,799,404 

セグメント利益 104,357 103,679 61,783 269,820 ― 269,820 
 

  (単位：千円) 

  
報告セグメント 

調整額 
(注)２ 

合計 
ネットシェイプ アッセンブリ フィルタ 計 

売上高             

  外部顧客への売上高 1,651,513 1,218,249 503,801 3,373,564 ― 3,373,564 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

63,181 ― ― 63,181 △63,181 ― 

計 1,714,695 1,218,249 503,801 3,436,746 △63,181 3,373,564 

セグメント利益又は 
セグメント損失(△) 

△21,764 7,240 32,992 18,469 ― 18,469 
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（金融商品関係） 

 四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

（有価証券関係） 

 四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

（１株当たり情報） 

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注)  前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

 

  
前第１四半期連結累計期間
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日) 

１株当たり四半期純利益金額又は 
１株当たり四半期純損失金額(△) (円) 

20.59 △5.05 

（算定上の基礎）     

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は 
親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△) (千円) 

186,325 △45,740 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
四半期純利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純
損失金額(△) (千円) 

186,325 △45,740 

普通株式の期中平均株式数(株) 9,051,344 9,051,297 
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２ 【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

株式会社ニチダイ 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ニ

チダイの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日か

ら平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニチダイ及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。 

  

強調事項 

 会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載されているとおり、会社及び国内連結子会社は

有形固定資産の減価償却方法について、従来、主として定率法を採用していたが、当第１四半期連結会計期間より定額

法に変更している。 

 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

 

平成28年８月８日
 

取締役会 御中 
 

有限責任監査法人トーマツ  
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士  松  尾  雅  芳  印 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士  木 戸 脇  美 紀  印 
 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成28年８月10日 

【会社名】 株式会社ニチダイ 

【英訳名】 NICHIDAI CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長執行役員  古屋 元伸 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 京都府京田辺市薪北町田13番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社ニチダイ名古屋営業所 

(愛知県名古屋市名東区高社二丁目127番地) 

株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長執行役員古屋元伸は、当社の第50期第１四半期（自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30

日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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